























































一定の普及を見たことは、その点を示唆するであろう。ちなみに、2007 〜 2016 年の 10 年間における、




1980 年代1990 年代 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
朝日 22 58 9 10 7 7 10 25 66
日経 26 45 8 3 3 1 2 3 7
毎日 1 82 7 7 8 12 8 24 34
読売 5 51 2 4 3 9 5 14 28
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
47 66 93 25 34 78 63 26 24 39
15 18 29 13 24 24 13 12 12 32
27 40 76 26 24 68 37 24 16 21
24 23 42 14 10 34 14 9 9 11







































































































の向上」のいずれかが 1 位であり、両者の合計で全体のおよそ半分から 3 分の 2 を占めてきた。両
者の推移は、下表のとおりである。
表 2．「政治課題」における「福祉」と「経済」
1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013
（1） 49 32 27 37 37 18 14 25 37
































会保障」を挙げる者は 5％に増加している。その後、16％（1960 年）→ 20％（1961 年）→ 21％（1962
年）などと増加し、「社会保障」の意味が国民の間に定着してきたと見ることもできるかもしれな
い 1。そこで、1959 年以降の同質問に対する回答を見ていく。1959 年は、「政府に対して、特にやって
ほしいと思うのはどんなことですか」に対し、「何も要望を述べなかった者」が 62％と多い。先述の
とおり、1955 年調査でも、「意見なし」が最大（35.5.％）であった。翌年以降も、要望を述べない者
の比率は 33％（1960 年）、28％（1961 年）、21％（1962 年）、26％（1963 年）と、高めで推移してい
る。20％を切るのは 1965 年、10％を切るのは 1969 年である。ほとんどの人が、政府への要望をす
ぐに答えられるということは、比較的新しい現象といえるのではないか。
引き続き「よい政治、明るい政治をやれ（公約実行、汚職をなくせ等）」（1959 〜 1968 年）という、
政策の内容ではない選択肢が混ざっていたり、また先述のとおり、意見なしが多かったりと、まだ
不安定な状態であるが、その内容を見ていく。
1959 年から 1968 年までの 10 年間は、いくつでも答えられる形式になっているので、合計は
100％を超えるのだが、この間の「社会保障」の推移は以下の通りである。
　5％（1959 年）→ 16％（1960 年）→ 20％（1961 年）→ 21％（1962 年）→ 18.8％（1963 年）→




























「二番目に力を入れてほしいものはどれですか」と、1 位と 2 位の 2 つ答えさせる形式になる。ここ
では、1 位と 2 位を集計し、当初からあった「物価」「減税」「社会保障」の 3 つ（選択肢の表現は微
妙に違う）のみを示そう。ただし 1969 年のみ、「社会保障の充実」という選択肢だったものが、翌
1970 年からは、「社会保障の充実（医療、年金、老人、生活保護など）」と、カッコ内に具体的な内




1969 年 49.8％ 19.5％ 30.0％
1970 年 55.8％ 34.2％ 23.1％
1971 年 59.9％ 30.5％ 19.6％
1972 年 53.7％ 42.5％ 18.7％
1973 年 67.5％ 36.4％ 17.5％
1974 年（1 回目） 76.9％ 38.0％ 13.3％
1974 年（2 回目） 75.6％ 38.5％ 15.6％
1975 年（1 回目） 65.0％ 41.1％ 15.3％
1975 年（2 回目） 67.9％ 38.2％ 15.5％
1976 年（1 回目） 59.0％ 45.6％ 17.5％
1976 年（2 回目） 61.7％ 43.5％ 18.9％
1977 年 63.8％ 42.3％ 17.5％
1978 年 48.6％ 37.2％ 16.7％






























そして、1981 年には再び 1 番目に力を入れてほしいことと、2 番目に力を入れてほしいことを聞













1983 年 30.7％ 30.6％ 42.9％ 16.6％
1984 年 32.5％ 30.2％ 33.0％ 19.5％
1985 年 37.7％ 32.3％ 30.8％ 13.4％
1986 年 37.1％ 30.7％ 28.4％ 13.2％
1987 年 38.6％ 31.6％ 25.0％ 15.8％
1988 年 40.9％ 32.4％ 23.4％ 8.6％
1989 年 34.7％ 38.0％ 28.3％ 6.1％
1990 年 27.9％ 39.4％ 21.4％ 4.4％
1991 年 29.9％ 39.5％ 23.0％ 4.9％
「物価」が落ち着いてきたためか、この時期は「税」がしばしばトップとなっている。「社会保障」















1992 年 61.0％ 45.9％ 42.4％ 41.1％ 26.7％ 13.2％
1993 年 61.1％ 47.2％ 40.1％ 44.7％ 37.6％ 12.8％
1994 年 59.9％ 47.1％ 47.1％ 46.9％ 55.0％ 13.6％
1995 年 54.8％ 44.3％ 43.7％ 43.9％ 46.2％ 12.7％
1996 年 61.2％ 52.0％ 43.3％ 49.8％ 44.0％ 14.8％
1997 年 69.3％ 54.1％ 43.6％ 51.9％ 45.4％ 21.3％
1999 年 65.1％ 54.4％ 34.4％ 40.9％ 60.7％ 19.3％
この時期は、「医療、福祉、年金の充実」が常にトップである。この項目は、60％前後と高い支持
があるが、「いくつでも」選べるようになったこともあり、前の時代の「社会保障」との比較は難しい。
「景気対策」は、1990 年代前半からじりじりと上昇を続け、1998 年は調査がなかったのだが、2 年ぶ































2001 年 63.2％ 55.3％ 39.9％ 42.8％ 36.4％ 20.8％ 19.6％
2002 年 65.2％ 57.7％ 40.0％ 44.6％ 34.3％ 26.7％ 18.7％
2003 年 67.4％ 61.9％ 42.9％ 51.4％ 41.4％ 32.8％ 21.6％
2004 年 58.6％ 67.7％ 41.3％ 49.8％ 33.1％ 28.2％ 28.9％
2005 年 53.5％ 61.3％ 37.0％ 45.5％ 31.4％ 31.5％ 30.7％
2006 年 50.0％ 72.7％ 39.5％ 54.5％ 34.4％ 33.7％ 31.2％
2007 年 49.6％ 72.4％ 42.3％ 55.8％ 34.9％ 34.6％ 29.8％
2008 年 56.1％ 72.8％ 44.7％ 57.2％ 56.7％ 33.9％ 31.7％




前者は 50％台の後半、後者も 30% 台にまで達している。前の時期からの類推でいえば、景気の悪い
時期には「経済」「景気対策」が優位となりそうなものだが、景気がよかったとはいいがたい 2000
年代後半も、「医療、年金等の社会保障構造改革」が「景気対策」を上回っている。「高齢社会対策」

























2010 年 69.6％ 69.3％ 56.5％ 49.4％ 32.8％ 32.1％ 31.1％
2011 年 67.1％ 66.3％ 52.4％ 47.4％ 34.9％ 30.7％ 36.2％
2012 年 66.1％ 66.5％ 51.2％ 47.3％ 35.6％ 33.7％ 36.6％
2013 年 65.9％ 59.6％ 49.9％ 42.3％ 35.6％ 33.4％ 29.0％
2014 年 68.6％ 58.7％ 54.9％ 42.5％ 38.8％ 37.5％ 31.3％
2015 年 67.2％ 56.9％ 52.0％ 40.8％ 38.5％ 38.0％ 32.5％
2016 年 64.4％ 56.2％ 51.9％ 37.0％ 33.8％ 34.9％ 29.4％
ここでも 3 つが社会保障関連で、特に「医療、年金等の社会保障の整備」「高齢社会対策」の 2 つ
は非常に高い水準で推移している。「少子化対策」も三割台をキープしている。
小括


















































る。1997 年（文京区）、1998 年（杉並区）、1998 年（東京 23 区）、1998 年（大阪市）、2000 年（全国）、









文京区 1997 58.1 32.1
杉並区 1998 63.0 29.7
東京 23 区 1998 54.7 45.3
大阪市 1998 59.9 40.1
全国 2000 54.7 44.3
全国 2002 52.1 38.9
全国 2005 59.2 31.2
全国 2010 68.2 31.0
ここでも、負担を受け入れて福祉を求める意見が優勢で、2010 年には七割近くに達している。こ
の次元を探るため、もっと以前から行われている継続的な調査はないだろうか。「国民生活に関する




































1 ＋ 2 3 ＋ 4 わからない／無回答
1978 年 54.0％ 36.1％ 9.9％
1981 年 51.9％ 41.8％ 6.2％
1984 年 50.9％ 43.6％ 5.5％
1987 年 46.4％ 53.2％ 0.4％
1990 年 53.2％ 46.4％ 0.3％
1993 年 51.2％ 46.3％ 2.5％
1996 年 46.7％ 48.9％ 4.3％
1999 年 46.9％ 52.6％ 0.5％
2002 年 40.6％ 59.2％ 0.2％
2005 年 40.9％ 58.8％ 0.3％
2008 年 49.1％ 50.0％ 0.8％





3 と 4 の合計が 1978 〜 1984 年には 30％台から 40％台の前半だったのに対し、2002 年、2005 年に
は六割近くに増大し、その後も五割近い。負担を忌避する意識は増えたといって差し支えないので
はないか。2000 年代前半には 3 ＋ 4 が六割、1 ＋ 2 が四割と、不況を反映してか負担忌避が優勢で












































三番目は「ある程度」の給付水準引き上げと負担増との関係を聞いている。1 つ目と 2 つ目で合計



















































「満足している」＋「やや満足している」：37.8％（2008 年）→ 50.8％（2009 年）→ 52.8％（2010 年）
→ 53.7％（2011 年）
「あまり満足していない」＋「満足していない」：29.7％（2008 年）→ 42.8％（2009 年）→ 40.0％（2010
年）→ 40.2％（2011 年）








2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
（1）＋（2） 70.4％ 68.8％ 68.9％ 74.8％






2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
（1）＋（2） 65.2％ 64.8％ 58.7％ 65％





















2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
（1） 24.4％ 24.0％ 21.8％ 21.2％ 18.4％ 21.6％ 23.8％ 26.9％ 24.6％
（2） 15.9％ 15.4％ 15.9％ 14.4％ 15.5％ 16.2％ 15.9％ 19.2％ 16.9％
（3） 7.2％ 7.8％ 8.0％ 6.7％ 6.5％ 7.0％ 7.2％ 7.5％ 7.6％
（1）行政改革、（2）財政構造改革、（3）規制緩和や新規産業の育成などの経済構造改革
表 13．
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
（1） 25.5％ 28.5％ 28.4％ 21.7％ 21.6％ 20.7％ 20.4％
（2） 25.5％ 24.5％ 23.6％ 21.5％ 21.7％ 21.7％ 20.4％









































































格差について継続的に行われている調査としては、「国民生活選好度調査」が 1978 年から 3 年お
きに、「収入や財産の不平等が少ないこと」について、どの程度重要かと、どの程度満たされている
かを聞いている。1978 年については、「全国世論調査の現況」によるまとめが、平均点しか掲載して





1981 年 69.7％ 20.6％ 5.0％
1984 年 71.4％ 20.7％ 4.3％
1987 年 71.3％ 24.4％ 4.3％
1990 年 68.9％ 25.6％ 4.9％
1993 年 65.8％ 28.3％ 5.7％
1996 年 62.5％ 31.2％ 7.0％
1999 年 60.1％ 33.7％ 5.9％
2002 年 60.7％ 32.4％ 6.7％
2005 年 61.7％ 31.3％ 6.3％












1981 年 10.9％ 34.5％ 42.9％
1984 年 11.2％ 34.2％ 45.4％
1987 年 7.2％ 40.9％ 51.5％
1990 年 6.7％ 42.6％ 49.9％
1993 年 5.4％ 45.8％ 48.2％
1996 年 4.1％ 44.4％ 50.0％
1999 年 4.8％ 44.5％ 50.2％
2002 年 4.5％ 43.5％ 51.9％
2005 年 4.1％ 39.8％ 55.1％























（2009 年）→ 32.6％（2010 年）
「所得向上への努力に対する側面的支援を中心に対応を強化すべき」：18.6％→ 17.5％→ 18.1％































































特に、1996 年から 2005 年まで、「国民全体の利益派」は 30％台だったのが、2006 年以降は平均で
50％を超えている。
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